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菅首相は 17 日(日本時間)にワシントンで米国のバイデン大統領と首脳会談を行ない、日

米共同声明を発表しました。 

今回の共同声明で最大の問題は、日本が、「台湾海峡の平和と安定」への対応を含む米国

の対中国戦略に全面的に追随して、軍事分担を担おうとしていることです。これは、日本

が武力攻撃を受けていなくても自衛隊が武力行使できるとした 2016 年施行の「安保法制」

＝戦争法の発動につながるものであり、憲法 9 条に照らし断じて許されません。 

中国の東シナ海や南シナ海での軍事的覇権を拡大する行動はもとより許されないもので

あり、国際法に基づく批判と国際的協調で中止を求めなければなりません。同時に、米国

追随の軍事強化は、南西諸島をはじめ日本を戦場にする危険に直結するものです。 

共同声明では、「日本は同盟及び地域の安全保障を一層強化するために自らの防衛力を強

化することを決意」と述べるとともに「日米両国は、…サイバー及び宇宙を含む全ての領

域を横断する防衛力を深化させること、そして、拡大抑止を強化することにコミットした」

としています。これは、アメリカ言いなりの大軍拡を進めるという意思表明であるととも

に、米国の「核抑止」戦略に追随し、核兵器禁止の流れに逆行するものであり、認められ

ません。 

声明はさらに、3 月 16 日の「日米 2 プラス 2」の共同発表を追認して、辺野古新基地の

推進や馬毛島への空母艦載機着陸訓練施設の建設、沖縄海兵隊のグアム移転への日本の財

政負担を明記するとともに、在日米軍への「思いやり予算」新協定締結を謳っています。

地元住民をはじめ、日本国民の反対を無視するこれらの強行表明に強く抗議します。 

今回の共同声明では、「台湾問題」が 52 年ぶりに明記されたことにみられるように、ア

ジア情勢の新たな展開の下での日米軍事一体化の質的変化を示しています。 

私たちは、新型コロナ感染対策にも逆行するこのような憲法蹂躙の方向をゆるさないた

めに、立憲主義の回復と大軍拡阻止、辺野古新基地中止などを求めるたたかいを呼びかけ

ます。そのため、菅自公政権打倒にむけて野党共闘強化と総選挙での勝利をめざす決意で

す。 
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